
総務・警察常任委員会  議事次第  

 

 

令和７年４月 18 日（金） 

午 後 １ 時 3 0 分 ～ 

於 ： 第 ６ 委 員 会 室  

 

 

 

１  開   会  

 

 

 

２  所管事項の調査  

 

「市町村振興及び市町村との連携・協調について」  

    参考人：東京大学  先端科学技術研究センター  

 教授  牧原  出  氏  

 

 

 

３  そ  の  他  

 

 

 

４  閉   会  
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総務部理事
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※
総務部理事
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【知事直轄組織・会計管理者】
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総務・警察常任委員会　出席要求理事者名簿
(４月18日)



市町村振興及び市町村との連携・協調について 
（令和７年４月 18日総務・警察常任委員会） 

 

 

 

１ 自治体の行財政のあり方（この間の国での議論） 【資料１・２】 

 

 

 

２ きょうと地域連携交付金について 【資料３】 

 

 

 

３ 広域連携について 

 

（１）京都府北部地域連携都市圏  【資料４－１】 

 

（２）京都府総合計画（広域連携プロジェクト）  【資料４－２】 

 

 

 

４ 京都府「今後の市町村の在り方」に関する研究会 【資料５】 

 

 

 



高齢者（65歳）人口が最大となる2040年頃の自治体が抱える行政課題を整理し、今後の自治体行政のあり方を検討。
◆ＡＩ等を使いこない、効果的・効率的に公共サービスを提供するスマート自治体への転換
◆地縁組織の弱体化や家族の扶助機能の低下を踏まえた、公共私の協力関係の構築による地域の暮らしの維持
◆個々の市町村によるフルセット主義からの脱却、圏域単位でのガバナンスの強化、都道府県が小規模市町村の補完・支援に本格的
に乗り出す、都道府県と市町村の二層制の柔軟化

① DXの進展を踏まえた対応
各業務のデジタル化、国地方のデジタル化の共通基盤・
共通機能、情報セキュリティの確保、デジタル人材の確
保・育成

②地方公共団体相互間の連携・協力及び公共私の連携の深化
公共施設の集約化・共同利用、専門人材の確保育成、
「地域の未来予測」の作成及び「目指す未来像」の議論
地域における共助の仕組みを支える主体間の連携、地域
コミュニティ活動の持続可能性向上 等

この間の国での議論（第３２次・第３３次地方制度調査会等の概要）

①地方行政のデジタル化
行政手続のオンライン化、情報システムの標準化、ＡＩ
等の技術の活用、ＩＣＴ専門人材の確保

②公共私の連携
連携・協働のプラットフォーム構築、地縁法人制度の再
構築・共助の担い手の基盤強化

③地方公共団体の広域連携
市町村連携の取組の深化、都道府県による市町村の補
完・支援体制の強化、都道府県の区域を越えた課題への対
応 等

第３２次地制調答申の概要 （R２．６．２６）

基本的な認識 （第3２次地制調答申より）

◆２０４０年頃、人口減少・高齢化等により、地域社会における様々な課題が顕在化。「地域の未来予測」を踏まえ、長期

的な視点で、地域や組織の枠を越えた連携等の対応が必要。

◆新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、住民に身近な地方公共団体による行政サービスの重要性やデジタル社会の

可能性が広く認識。また、過度な人口偏在に伴うリスクも再認識。

⇒ 目指すべき地方行政の姿（地方行政のあり方を変化・リスクに適応したもの）へ転換

第33次地制調答申の概要 （R5.12.21）

＜参考＞「自治体戦略2040構想研究会」の報告 （H30.7）

資料１



この間の国での議論（持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会）

【開催概要】
人口減少下において、地域の担い手を含めた資源の不足や偏在が深刻化する中で、自治体の行財政
のあり方を持続可能なものにしていくため、具体的な課題の整理及び対応の方策について幅広く議論
を行うことを目的として開催。令和７年夏ごろにとりまとめ予定。

◆第１回 令和6年11月21日
議 題：人材不足等の状況、デジタル活用・共同処理等の現状と課題、地方税財政、地方公共団体
からの聞き取り状況などについて

◆第２回 令和6年12月17日
議 題：第１回の主な意見、各自治体の個別の状況について（静岡県裾野市・京都府宮津市・鳥取
県若桜町）

◆第３回 令和7年1月28日
議 題：第２回の主な意見、各自治体の個別の状況について（東京都葛飾区・長野県・兵庫県神戸
市・広島県福山市）

◆第４回 令和7年2月27日
議 題：行政分野ごとの事務執行上の課題と対応、税財政面の課題、地方議会議員のなり手不足

◆その他ワーキンググループの開催状況
・大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ
第1回（令和6年12月16日開催）、第2回（令和7年1月28日開催）、第3回（令和7年2月18日開催）

・自治体におけるAIの利用に関するワーキンググループ
第1回（令和7年1月23日開催）

持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会の開催状況

資料２



令和７年度 当初予算案主要事項（令和６年度２月補正含む）説明 

 

総 務 部  
 

事 業 名 きょうと地域連携交付金 
新規・ 

継続の別 
継続 

予 算 額 １，７００，０００千円 
国 庫 起 債 その他 一般財源 

－ － 1,700,000 － 

 

 

 

 

事業内容 

 

目 的 

対 象 

方法等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 目 的 

府と市町村、市町村相互の連携を強め、一体となった地域づくり 

を推進していくため、市町村が取り組む事業を支援する。 

 

２ 交 付 先 

市町村、一部事務組合、広域連合等 

 

３ 支援内容 

 概 要 支 援 枠 

地域づくり連携

推進事業 

府の施策との相乗効果を発揮し、共

に地域課題の解決に取り組む市町

村の独自事業を支援  

１１億円 

 
最重点支援枠 

重点課題の解決に寄与する事業を

積極的に支援 
（６億円） 

大阪・関西万博

連携推進事業 

拡充 

大阪・関西万博を契機とした府内各

地への誘客・振興を目的とする取組

等を支援 

２億円 

市町村間連携推

進事業 

連携協約・協定等に位置づけられた 

市町村間の連携事業を支援 
２億円 

行政サービスの

質向上・小規模

市町村支援事業 

市町村における行財政コスト削減・ 

効率化に資する事業を支援 
２億円 

 

担当課・担当名
 

自治振興課 振興係 課 ・ 担 当  電 話 番 号 075-414-4447 

 

資料３ 



 

 

２．連携都市圏の名称及び構成自治体 

 

(1)連携都市圏の名称 

京都府北部地域連携都市圏 

   

(2)構成自治体 

福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町 

 

３．連携都市圏ビジョンの計画期間 

    2021年度から 2025年度までの５年間 

 

 

第１期連携都市圏ビジョンから継続して連携する取組 

第２期連携都市圏ビジョンから新たに連携する取組 

「京都府北部地域連携都市圏ビジョン（第１章）」 

京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会ホームページより抜粋 

資料４－１ ① 



 

 

第２章 連携都市圏形成に係るこれまでのあゆみ 

 

１．５市２町による広域連携の取組のあゆみ 

 

(1)北近畿地方拠点都市地域整備推進協議会による広域連携ネットワークの形成 

・1993年：地域指定  福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、三和町、  

 夜久野町、大江町 

・2011年：京丹後市が参画、５市による広域連携体制の基盤づくり 

 →新エネルギー導入など、共通課題に係る研修会等を実施 

 

(2)京都府北部５市２町首長と京都府知事との意見交換会の開催（2011年～） 

・北部地域の現状・課題、広域連携のあり方等について、京都府知事、広域振興局

等と５市２町首長において意見交換等を実施 

→５市２町の連携の重要性、今後の方向性等について意思統一を図る 

 

(3)５市２町の連携による京都の港「京都舞鶴港」振興の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)「海フェスタ京都」を開催（2014年） 

 

 

 

 

 

 

(5)京都府北部地域連携都市圏形成推進を宣言（2015年４月） 

 

(6)京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会を設立（2015年４月） 

 

(7)「『京都府北部地域連携都市圏ビジョン』～“北の京都”七つ星プロジェクト～」

を策定（2017年７月） 

国際フェリートライアル事業の実施 

（韓国・浦項⇔京都舞鶴港） 

2011年７月 31日～８月１日 

経済交流セミナーの開催、「日韓地域間交流推進のための宣言」 

を５市２町と韓国浦項市により共同宣言 

⇒５市２町、京都府の強硬な連携のもと、京都舞鶴港の活性化 

 に向けた取組を進める 

「京都府北部地域連携都市圏ビジョン（第２章）」 

京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会ホームページより抜粋 
資料４－１ ② 



■　京都府総合計画（令和5年4月～令和9年3月）地域振興計画より抜粋

資料４－２



 

～ 京 都 府 報 道 発 表 資 料 ～ 

   

 

 
 

京都府広報監 まゆまろ 

「第１回京都府『今後の市町村の在り方』に関する研究会」の開催について 

 

 

令和元年 10 月 24 日  

京都府総務部自治振興課  

課長 能勢 075-414-4445  

 

 

現在、第 32次地方制度調査会では、圏域における地方公共団体の協力関係、公・共・私

のベストミックスその他必要な地方行政体制のあり方について議論されているところであ

り、京都府においても、府内市町村との情報共有を図りながら、その課題や対応についての

研究を深めるため、以下のとおり「第１回京都府『今後の市町村の在り方』に関する研究会」

を開催しますのでお知らせします。 

 

 

１ 日 時  令和元年 10月 30日（水） 午後１時 00分 ～ 午後２時 30分 

 

２ 場 所  京都府公館１階 レセプションホール 

       ［住所：京都市上京区烏丸通一条下ル龍前町 590-1］ 

 

３ 出席者 
 
 (1) 京都府：  

知事、山内副知事、総務部長、政策企画部長、企画調整理事、職員長 
 

  (2) 市町村：  
市長会会長（綾部市長）、宮津市長、木津川市長 

    町村会長（井手町長）、和束町長、伊根町長 
 
  (3) 有識者：  
    大森

おおもり

 彌
わたる

  東京大学名誉教授 

    武藤
むとう

 博
ひろ

己
み

 法政大学大学院公共政策研究科教授 

 

４ 内 容 
 
(1) 圏域単位でのガバナンスの強化等に関する課題について  

 
 (2) 望ましい広域連携の仕組みやアプローチのあり方について 
 
 

５ その他 
 
   会場内には記者席を設けます。 

資料５ ① 



 

～ 京 都 府 報 道 発 表 資 料 ～ 

   

 

 
 

京都府広報監 まゆまろ 

「第２回京都府『今後の市町村の在り方』に関する研究会」の開催について 

 

 

令 和 ２ 年 ３ 月 1 2 日  

京都府総務部自治振興課  

課長 能勢 075-414-4445  

 

 

現在、第 32次地方制度調査会では、圏域における地方公共団体の協力関係、公・共・私

のベストミックスその他必要な地方行政体制のあり方について議論されているところであ

り、京都府においても、府内市町村との情報共有を図りながら、その課題や対応についての

研究を深めるため、以下のとおり「第２回京都府『今後の市町村の在り方』に関する研究会」

を開催しますのでお知らせします。当日の取材をお願いします。 

 

 

１ 日 時  令和２年３月 17日（火） 午後１時 00分 ～ 午後２時 30分 

 

２ 場 所  京都府自治会館 ４階 自治会館ホール 

       ［住所：京都市上京区西洞院通下立売上ル］ 

 

３ 出席者 
 
 (1) 京都府：  

知事、山内副知事、総務部長、政策企画部長、企画調整理事、職員長 
 

  (2) 市町村：  
市長会会長（綾部市長）、宮津市長 

    町村会長（井手町長）、伊根町長 
 
  (3) 有識者：  
    東京大学先端科学技術研究センター教授 牧原

まきはら

 出
いづる

 

 

４ 内 容 
 

圏域の制度化に関する議論の動向等について 

 

５ その他 
 
   会場内には記者席を設けます。 

資料５ ② 


